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家計調査の概要 

１ 調査の目的 

家計調査は、昭和 21 年７月から実施され、国民生活における家計収支の実態を把握し、

国の経済政策・社会政策の立案のための基礎資料を提供することを目的としている。 

 

 

２ 調査の対象 

家計調査は、全国 168市町村、約 9,000世帯を調査対象としている。 

宮崎県では宮崎市、延岡市、新富町の 143世帯を対象としている。 

 

 

地 域 

単位区数 

 

二人以上の 

調査世帯数 

単身の調査 

世帯数 

全 国 １，３４６  ８，０７６  ６７３  

宮崎市 １６  ９６  ８  

延岡市 ４  ２４  ２  

新富町 ２ １２ １ 

 

ただし、下記に掲げる世帯等は世帯としての収入と支出を正確に計ることが難しいこと

などの理由から，調査を行っていない。 

(1) 学生の単身世帯 

(2) 病院・療養所の入院者・矯正施設の入所者等の世帯 

(3) 料理飲食店、旅館又は下宿屋（寄宿舎を含む。）を営む併用住宅の世帯 

(4) 賄い付きの同居人がいる世帯 

(5) 住み込みの営業上の使用人が４人以上いる世帯 

(6) 世帯主が長期間（３か月以上）不在の世帯 

(7) 外国人世帯 

 

 

３ 調査の時期及び期間 

調査は毎月実施する。二人以上の世帯については６か月間、単身世帯については３か月

間継続して調査する。 

 

 

４ 調査事項 

・ 毎日の収入及び支出に関する事項  

・ 年間収入、貯蓄及び負債の状況に関する事項  

・ 世帯員及び住居に関する事項 
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５ 調査の方法 

  総務省統計局→都道府県→統計調査員→調査世帯 

 なお、平成 30年(2018年)７月からオンライン調査システムが導入され、調査世帯はイン

ターネットを利用し、パソコンやスマートフォンでの回答が可能となっている。 

 

 

６ 結果の公表 

家計調査は、宮崎市、延岡市及び新富町において調査しているが、家計調査報告は

「宮崎市分｣のみを公表する。 

 

 

７ 結果の利用 

我が国の景気動向の把握、生活保護基準の検討、消費者物価指数の品目選定及びウエイ

ト作成などの基礎資料として利用されているほか、地方公共団体や民間の会社などでも幅

広く利用されている。調査結果の主な利用には次のようなものがある。 

・経済政策や社会政策を立てるための分析用資料として 

・経済動向あるいは景気動向をみる一つの指標として 

・国、地方公共団体、企業などで賃金水準を決めるための資料として 

・消費者が購入する商品やサービスの需要予測の資料として 

・国民経済計算の民間最終消費支出を推計するための基礎データとして 

・消費者物価指数を作成するための指数品目の選定及びウエイトの算定の資料として 

 

 

８ 利用上の注意 

家計調査は、全国から約 9,000 世帯という一部の世帯を抽出して調査し、全体を推計

する標本調査である。調査世帯が全国の世帯の縮図となるように統計理論に基づいて無

作為に抽出される。しかし、この調査対象数は、各都道府県別の結果を正確に推計する

には十分な規模ではないことから、都道府県別の結果は集計されない。 

  総務省統計局では、より詳細な地域別の家計収支を把握したいというニーズに応える

ため、各県庁所在市及び政令指定都市については、他の市町村よりも重点的に調査対象

数を多く配分する工夫により、県庁所在市及び政令指定都市別の結果を集計している。 

   ただし、調査世帯数が他の市町村よりも重点的に多く配分されているとはいえ、宮崎

市を含む多くの県庁所在市の調査世帯数（二人以上世帯）は 96 世帯であり、また、各

調査世帯は最長６か月ごとに順次入れ替わっていくため、交代した一部世帯の所得水準

の差異によっては調査結果に大きな変動が見られる場合（標本誤差が大きくなる場合）

がある。 

  家計調査は家計収支の実態を全国単位で把握するために標本設計されているので、県

庁所在市及び政令指定都市別の結果は参考程度のものであることに注意が必要である。 

  なお、数字の単位未満は小数第 1 位を四捨五入することを原則としている。したがっ

て、合計の数値と内容の計が一致しない場合もある。 
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 １ 二人以上の世帯の家計消費 

 

消費支出は名目 0.04％の減少、実質 4.0％の減少 

 

2025年の宮崎市の二人以上の世帯（平均世帯人員 2.69人、世帯主の平均年齢 64.3歳）

の消費支出は、１世帯当たり１か月平均 269,458円で、前年に比べ名目 0.04％の減少、

物価変動の影響を除いた実質では 4.0％の減少となった。 

 

 全国平均は 314,001円で、全国平均を 100としたときの宮崎市の消費支出水準は 85.8

となり、全国 52市（注１）中 50位となった。 

（注）１ 全国 52 市とは、県庁所在市と政令指定都市（川崎市、相模原市、浜松市、堺市、北九州市） 

である。 

 

10大費目別では前年と比較して光熱・水道などが実質増加、住居などが実質減少 

 

  2025年宮崎市の二人以上の世帯の消費支出（月平均）を 10大費目別にみると、「光熱・

水道」などが実質増加となった。一方、「住居」などが実質減少となった。また、10大費目

の内訳をみると、次のとおりである。 

 

 ア 食料は、84,318円で、名目 5.8％の増加、実質 0.7％の減少となった。果物、魚介類な

どが実質増加となった一方、穀類、肉類などが実質減少となった。 

 イ 住居は、13,357円で、名目 14.0％の減少、実質 18.2％の減少となった。すべての項目

で実質減少となった。 

 ウ 光熱・水道は 20,627円で、名目 14.7％の増加、実質 7.5％の増加となった。すべての

項目で実質増加となった。 

 エ 家具・家事用品は 10,500円で、名目 3.9％の減少、実質 6.6％の減少となった。家庭

用耐久財、寝具類などが実質減少となった一方、室内装備・装飾品などが実質増加とな

った。 

 オ 被服及び履物は、7,327円で、名目 3.5％の減少、実質 7.2％の減少となった。履物類、

他の被服などが実質減少となった一方、被服関連サービスが実質増加となった。 

 カ 保健医療は、13,413円で、名目 9.4％の減少、実質 11.1％の減少となった。全ての項

目で実質減少となった。 

 キ 交通・通信は 33,394円で、名目 15.4％の減少、実質 17.7％の減少となった。全ての

項目で実質減少となった。 

 ク 教育は 7,060円で、名目 15.1％の増加、実質 29.2％の増加となった。教科書・学習参

考教材、補習教育が実質減少となった一方、授業料等が実質増加となった。 

 ケ 教養娯楽は 26,626円で、名目 8.2％の増加、実質 4.2％の増加となった。教養娯楽用

品が実質減少となった一方、教養娯楽用耐久財、書籍・他の印刷物などが実質増加とな

った。 

 コ その他の消費支出は、52,837円で、名目増減なし、実質 3.9％の減少となった。諸雑

費、こづかい（使途不明）、交際費が実質減少となった一方、仕送り金が実質増加となっ

た。 

 

10大費目別の消費支出の構成比を全国平均と比較すると、｢その他の消費支出｣、「食料」

などの割合が高くなっている。 

一方、「教育」、「住居」などの割合が低くなっている。 
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表 1-1 10大費目の支出状況の比較（二人以上の世帯） 

 

 
 

 

図 1-1 10大費目別の特化係数（二人以上の世帯） 
 

（注） 特化係数とは、ある県の消費支出の構成比を、全国の平均的な構成比と比較することで、その県の

消費支出がどの品目に特化しているのかを示す指標。 
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表 1-2 消費支出の費目別対前年増減率（二人以上の世帯） 

 

（注）１ 「その他の消費支出」こづかい（使途不明）、交際費及び仕送り金の増減率の実質化には、消費者

物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。  

   ２ 寄与度とは、あるデータを構成する項目の増減が、全体をどのくらい押し上げたり、押し下げた

りしているかを表すもの。 

     式：（当年の当該項目の実質増加率）×（前年の当該項目の実質金額）÷（前年の消費支出の実質金額） 
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図 1-2 消費支出の対前年実質増減率に対する費目別寄与度（二人以上の世帯） 
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 ２ 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の家計収支 

 

実収入は名目 13.9％の増加、実質 9.9％の増加 

 

   2025年宮崎市の二人以上の世帯のうち勤労者世帯（平均世帯人員 2.98人、世帯主の平

均年齢53.6歳）の実収入は、1世帯当たり１か月平均578,217円で、前年に比べ名目13.9％

の増加、実質 9.9％の増加となった。 

 
（注） 実収入とは、世帯員全員の現金収入（税込み）を合計したもので、勤め先収入のほか、事業・内職

収入、公的年金等の社会保障給付、財産収入などが含まれる。ただし、家計調査においては、宝くじ

当せん金、損害保険金、遺産相続金、退職一時金などの不規則で経常的でない高額な受取は、実収入

から除いている。 

 

消費支出は名目 3.1％の増加、実質 0.5％の減少 

 

   2025年宮崎市の二人以上の世帯のうち勤労者世帯の消費支出は 303,514円で、前年に

比べ名目 3.1％の増加、実質 0.5％の減少となった。 

 

 
図 2 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の家計収支 

 
表 2 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の家計収支 
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３ 宮崎市の家計支出の特徴（二人以上の世帯） 

 

焼酎の支出金額が全国１位 

 

家計調査において、宮崎市の毎月の調査世帯数(二人以上の世帯)は 96 世帯と少なく、

また、半年ごとに調査世帯が交替するため、調査結果が大きく変動することがある。こ

のため、安定的な傾向を把握する観点から、支出金額の 3 か年平均（2023 年から 2025

年）をみると、｢焼酎｣の支出金額が全国１位となった。 

 

 

図 3-1 「焼酎」の支出金額（二人以上の世帯） 

 

その他、｢キャベツ｣、｢さば｣、｢ぎょうざ｣（注 1）、｢緑茶｣の支出金額が全国上位であった。 

（注） １ 冷凍餃子・外食（出前、テイクアウト）は含まない。 

 

 

図 3-2 「キャベツ」の支出金額（二人以上の世帯） 
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図 3-3「さば」の支出金額（二人以上の世帯） 

 

 

 

図 3-4「ぎょうざ」の支出金額（二人以上の世帯） 

 

 

図 3-5「緑茶」の支出金額（二人以上の世帯） 



10 

 

４ 物価高による宮崎市の家計への影響（二人以上の世帯） 
 

｢食料｣が消費支出に占める割合が増加 

2025 年の宮崎市の１世帯当たりの「食料」が消費支出全体に占める割合は 31.

3％で、過去 10 年間と比較すると最も高くなった。物価高の影響もあり、前年か

らは 1.7 ポイント上昇している。 

 

 

図 4 「食料」が消費支出に占める割合（二人以上の世帯）
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